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県有財産の一般競争入札実施要領 

 

１  入札物件  

（ 土地）  

物件番号 所在 地番 登記地目 面積 予定価格 

坂井－１  坂井市丸岡町霞町二丁目 32 番2 宅地 344.74 ㎡  
7 ,680,000 円 

入札物件の詳細については、 「 入札物件の詳細」 （ Ｐ ２ ８ ～） をお読みく ださ い。  

 

２  入札参加者の資格、 入札の参加方法および留意事項 

（ １ ） 入札参加者の資格 

   次に掲げる条件をすべて満たす者 

① 地方自治法（ 昭和２ ２ 年法律第６ ７ 号） 第２ ３ ８ 条の３ 第１ 項および地方自治法施行

令（ 昭和２ ２ 年５ 月３ 日政令第１ ６ 号） 第１ ６ ７ 条の４ に該当しない者であるこ と 。  

② 次のアから オまでのいずれにも 該当しない者であるこ と 。  

ア 役員等（ 個人である場合にはその者を、 法人である場合にはその役員またはその支

店も しく は常時契約を締結する事務所を代表する者をいう 。以下同じ。）が暴力団員（ 暴

力団員による不当な行為の防止等に関する法律（ 平成３ 年法律第７ ７ 号） 第２ 条第６

号に規定する暴力団員をいう 。 以下同じ。） である者 

イ  暴力団（ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２ 条第２ 号に規定する

暴力団をいう 。 以下同じ。） または暴力団員が経営に実質的に関与している者 

ウ 役員等が自己、 自社も し く は第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を

加える目的をも って、 暴力団または暴力団員の利用等をしている者 

エ 役員等が、 暴力団も しく は暴力団員に対して資金等を供給し 、 または便宜を供与す

るなど直接的も しく は積極的に暴力団の維持運営に協力し、 または関与している者 

オ 役員等が暴力団または暴力団員と 社会的に非難さ れるべき関係を有している者 

   その他、「 入札心得書」（ Ｐ ９ ） 中、 入札参加者の資格を参照してく ださ い。  

 

（ ２ ） 入札の参加申し込み 

   入札への参加を希望さ れる場合は、「 県有財産売払公示書」（ Ｐ ７ ～Ｐ ８ ） および「 入札心

得書」 （ Ｐ ９ ～Ｐ １ １ ） を十分お読みのう え、 以下の書類を令和８ 年１ ０ 月２ ０ 日（ 火）  

午後５ 時【 必着】 までに福井県総務部財産活用課へ持参または書留郵便により 提出してく だ

さ い。  

 〔 入札参加申込時に提出していただく 書類〕  

 提出書類 備 考 

法人 

の 

場合 

1 一般競争入札参加申込書（ ※）   

2  資格誓約書（ ※）   

3  印鑑登録証明書 ３ か月以内のも の 

4 法人登記簿謄本 ３ か月以内のも の 

5 役員名簿（ ※）   

-1-



  

個人

の 

場合 

1 一般競争入札参加申込書（ ※）   

2  資格誓約書（ ※）   

3  印鑑登録証明書 
３ か月以内のも の 

共有名義の場合は共有者全員分 

4 住民票 

３ か月以内のも の 

マイナンバーの記載がないも の 

共有名義の場合は共有者全員分 

  （ ※） 一般競争入札参加申込書、 資格誓約書、 役員名簿の様式は、 Ｐ ３ ８ ～にあり ます。  

 

（ ３ ） 留意事項 

    次の事項を了解の上、 入札に参加してく ださ い。  

① 現地説明会は行いませんので、 必ず事前に、 ご自身で現地をご確認く ださ い。  

「 利用計画に見合った造成・ 開発・ 建物の建築等が可能か」 など、 詳細について

は、 必ず、 あら かじめ関係機関でご確認く ださ い。  

② 現況と 物件調書（ Ｐ ３ ２ ～Ｐ ３ ７ ） 等と が相違する場合には、現況が優先します。  

③ 現地が県有地である間は下見のための立ち入り は可能ですが、 県有地内での事故

等について、 県は一切責任を負いません。  

④ 敷地内の工作物（ 擁壁等） については、 現況のまま売却します。  

⑤ 電柱等の移転・ 撤去、 立木の伐採、 雑草の草刈、 ゴミ の撤去、 切り 株の除去、  

       フェンス・ 囲障・ 擁壁・ 井戸などの地上・ 地下・ 空中工作物の補修・ 撤去などの 

       負担および調整は、 物件内外を問わず、 県では行いません。  

⑥ 工作物等にかかる隣接地と の越境関係について、 県は解消のための交渉や手続き 

       は行いません。  

⑦ 上下水道、 電気および都市ガスなどの供給処理施設の引き込みに要する費用は、  

       落札者の負担と なり ます。  

⑧ 入札参加申込の際に提出していただいた書類は返却いたしかねますので、 ご了承 

く ださ い。  

⑨  落札さ れた場合には、 売買契約の締結および所有権移転登記を入札書に記載さ れ 

        た名義で行っていただく こ と になり ます。 入札後の名義変更はできませんので、  

        ご注意く ださ い。 （ 入札参加の申し込みも 同名義で行ってく ださ い。 ）  

 

     ＊「 物件調書」（ Ｐ ３ ２ ～Ｐ ３ ７ ） は物件の概要を把握するための参考資料ですので、  

必ず土地利用等にかかる諸規制についての調査確認を行ってく ださ い。  

 

３  入札の日時・ 場所 

物件番号 入札日 入札時間 開札場所 

坂井－１  令和８ 年１ ０ 月２ ８ 日（ 水） 午前10 時00 分 
福井市大手 3 丁目17-1 

福井県庁 6 階 入札室 

 

(注)① 開札は、 入札締切後ただちに行います。  

  ② 受付、入札保証金の納付等は、入札日当日の午前9 時30 分～午前 9 時50 分の間に福井

県庁６ 階財産活用課で行います。 入札時間の直前は受付窓口が混雑しますので、 なるべく

早めにお越しのう え受付等を終了さ れるよう ご協力お願いします。 なお、 入札開始時間に
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遅れますと 入札に参加できませんので、 ご注意く ださ い。  

 

４  落札者の決定方法 

   入札は、 県の予定価格以上の最高のも のをも って落札者と します。  

   ただし、 落札者と なる同価の入札者が二人以上あると きは、 直ちにく じによって落札者を

定めます。 こ の場合において、 当該入札者のう ちく じを引かない者があると きは、 こ れに代

えて当該入札事務に関係のない県職員にく じを引かせるも のと します。  

 

５  入札当日の持参品等 

（ １ ） 入札保証金 

    入札当日（ 入札前の受付時） 、 予定価格の１ ０ ０ 分の５ 以上の入札保証金が必要です。  

詳細についてはＰ １ ０ に記載の「 入札保証金」 、 「 入札保証金の代用」 を参照してく だ 

さ い。  

（ ２ ） 入札書 （ 様式Ｐ ４ ３ ～Ｐ ４ ４ ）  

「 記載例」 （ Ｐ ２ ２ ～Ｐ ２ ４ ） を参照してく ださ い。  

（ ３ ） 入札参加者の本人確認書類 

    運転免許証等、 本人であるこ と を確認できる書類を持参してく ださ い。 （ 当日、 コピー

を取ら せていただきます。 ）  

（ ４ ） 委任状 （ 様式Ｐ ４ ５ ）  

    代理人が入札に参加する場合は必ず持参してく ださ い。  

「 記載例」 （ Ｐ ２ ５ ～Ｐ ２ ６ ） を参照してく ださ い。  

（ ５ ） 印鑑 

    入札書に押印する入札者本人の印鑑を持参してく ださ い。  

    ただし、 代理人が入札に参加する場合は、 委任者の印鑑は必要あり ませんが、 代理人の

方は委任状に押印した自分の印鑑を持参してく ださ い。  

（ ６ ） 筆記用具 

黒のボールペンまたは万年筆 

 

６  入札に付す条件 

落札者は、 県有財産売買契約締結後、 当該契約締結の日から １ ０ 年間、 売買物件を風俗営

業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（ 昭和２ ３ 年法律第１ ２ ２ 号） 第２ 条第１ 項に

規定する風俗営業、同条第５ 項に規定する性風俗関連特殊営業その他こ れら に類する業の用

なら びに暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（ 平成３ 年法律第７ ７ 号） 第２ 条

第２ 号に規定する暴力団の事務所の用に供するこ と はできません。 また、 それら の用に供す

る目的で、売買物件について第三者に対しての一切の権利の設定も しく は所有権の移転をし

てはなり ません。  

なお、 こ の条件に違反した場合には、 県の定める金額（ 売買代金の１ 割） を違約金と して

県に支払わなければなり ません。  

 

７  契約の締結等 

   落札者には落札通知書を送付しますので、落札通知の日から ７ 日以内に契約を締結してい

ただきます。 なお、 支払いの方法により 、 次の手続きと なり ます。  

（ １ ）  売買契約締結と 同時に売買代金を納付する方法 
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※入札保証金を売買代金に充当するこ と はできませんので、 ご注意く ださ い。 納めていただいた入札保証金

は、 売買代金納入後、 返還し ます。  

① 落札通知書と と も に、 契約書、 売買代金の納入通知書、 所有権移転登記請求書を送付しま

す。  

② 落札通知の日から 、 ７ 日以内（ 土・ 日曜・ 祝祭日を除く 。 ） に納入通知書により 福井県が

指定する金融機関（ ゆう ちょ 銀行を除く 。 )で売買代金全額を納入してく ださ い。  

  売買代金を納入した領収証書（ 原本） 、 押印した契約書（ １ 通のみ収入印紙添付） 、 所有

権移転登記請求書、登録免許税（ 収入印紙） を福井県総務部財産活用課へ直接持参または

書留郵便で郵送してく ださ い。（ 郵送の場合は、 売買代金を納入した領収証書は、 原本送

付前に写しを FAX またはメ ールで福井県総務部財産活用課へ送信してく ださ い。 原本は

確認後、 返却します。 ）  

※ 期限までに契約を締結さ れない場合は無効と なり 、入札保証金は県に帰属し返還でき

ませんので、 ご注意く ださ い。  

 

（ ２ ） 売買契約締結から ３ ０ 日以内に売買代金を納付する方法 

※売買代金と は別に、 契約保証金（ 売買代金の１ ０ ０ 分の１ ０ 以上） の納付が必要です。 納めていただいた

契約保証金は、売買代金納入後、返還し ます。なお、入札保証金を契約保証金に充当するこ と ができます。  

①落札通知書と と も に、 契約書、 契約保証金の納入通知書を送付します。  

②落札通知の日から ７ 日以内（ 土・ 日曜・ 祝祭日を除く 。 ） に、 契約保証金を納入した領収

証書（ 原本） および押印した契約書(１ 部のみ収入印紙添付)を福井県総務部財産活用課へ

直接持参または書留郵便で郵送してく ださ い。 （ 郵送の場合は、 契約保証金を納入した領

収証書は、原本送付前に写しを FAX またはメ ールで福井県総務部財産活用課へ送信してく

ださ い。 原本は確認後、 返却します。 ）  

③ 契約締結後、 売買代金の納入通知書を送付しますので、 契約締結の日から 起算して３ ０ 日 

以内に納入通知書により 福井県が指定する金融機関（ ゆう ちょ 銀行を除く 。 ） で売買代金

全額を納入してく ださ い。 （ ※売買代金の分割納付はできません。 ）  

④ 売買代金を納入し た領収証書（ 原本） 、 契約保証金返還請求書、 所有権移転登記請求書、 

登録免許税（ 収入印紙） を福井県総務部財産活用課へ直接持参または書留郵便で郵送し

てく ださ い。（ 郵送の場合は、売買代金を納入した領収証書は、原本送付前に写しを FAX

またはメ ールで福井県総務部財産活用課へ送信してく ださ い。 原本は確認後、 返却しま

す。 ）  

※ ３ ０ 日以内に売買代金を支払わない場合には、契約保証金は県に帰属するこ と になり

ます。  

 

（ ３ ） 契約条項については、 県有財産売買契約書（ 案） （ Ｐ １ ２ ～Ｐ １ ７ ） のと おり ですのでご

熟読く ださ い。  

 

８  所有権の移転等 

（ １ ） 売買代金の納付が行われたと きに所有権の移転があったも のと します。  

（ ２ ） 所有権の移転登記は、 物件の引き渡し後、 福井県が行います。  

   売買契約書（ 県保管のも の１ 部） に貼付する収入印紙、 所有権移転登記に必要な登録免許

税等、 本契約の締結および履行に必要な一切の費用は、 落札者の負担と なり ます。  

  （ 注） 物件の引き渡しは現状のままで行いますので、 必ず事前に現地を確認してく ださ い。  

     （ 現況と 物件調書等と が相違する場合には、 現況が優先します。 ）  
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（ 参 考）  

  ◎印紙税額 

 契約金額（ 売買代金）    収入印紙    契約金額（ 売買代金）    収入印紙 

 １ 百万１ 円～５ 百万円    １ 千円    ５ 千万１ 円～ １ 億円    ３ 万円  

 ５ 百万１ 円～１ 千万円    ５ 千円     １ 億１ 円～ ５ 億円    ６ 万円  

 １ 千万１ 円～５ 千万円    １ 万円     ５ 億１ 円～１ ０ 億円  １ ６ 万円  

（ 契約書を 平成２ ６ 年４ 月１ 日～令和９ 年３ 月３ １ 日に作成し た場合）  

 

◎登録免許税 

（ 土地）  

 不動産の価額×１ ， ０ ０ ０ 分の１ ５  

（ 令和 11 年３ 月３ １ 日までに登記する場合）  

 （ 注） 記載の登録免許税率は公告時点のも のであり 、 法令改正により 変更さ れる場合があり ます。  

（ 注） 「 不動産の価額」 は、 一般に固定資産税評価額と さ れています。  

 

 

９  入札結果の公表について 

 入札結果については、 以下の内容を福井県ホームページで公表しますので、 あら かじめご

承知おきく ださ い。  

 （ 1）  公表の時期  契約締結後から 、 県が必要と 認める時期まで  

（ 2）  公表内容   ①入札物件の所在地、 数量 

②予定価格 

③落札金額 

④落札者の個人・ 法人の別 

⑤入札者数 
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入札参加申込　 令和８ 年１ ０ 月２ ０ 日（ 火） 午後５ 時必着

① 一般競争入札参加申込書等の提出（ 提出書類はＰ １ ～Ｐ ２ を参照し てく ださ い。 ）

入札当日　 　 令和８ 年１ ０ 月２ ８ 日（ 水） 【 場所： 福井県庁】 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

② 受　 　 付（ 午前９ 時３ ０ 分～午前９ 時５ ０ 分） 【 会場： ６ 階　 財産活用課】

・ 入札保証金の納付

・ 入札に参加さ れる方の本人確認書類（ 運転免許証等） の確認

③ 入　 　 札（ 午前１ ０ 時０ ０ 分） 【 会場： ６ 階　 入札室】

・ 予定価格以上の金額を入札書に記載

④ 開　 　 札（ 入札締切後ただちに）

・ 予定価格以上で最高のも のを落札者と する

・ 同価の入札者が二人以上ある場合はく じ 引き

入札後1～2日

⑤ 落札通知

落札通知の日から 7日以内に契約

落札通知後７ 日以内 落札通知後７ 日以内

　 　 　 ⑥契　 　 約 ⑥契　 　 約

　 　 　 ・ 代金納入 ・ 契約保証金（ 契約金額の1割以上） の納入

　 　 　 ※契約書に貼付する収入印紙は落札者負担 ※契約書に貼付する収入印紙は落札者負担

※入札保証金を契約保証金に充当するこ と ができます。

契約後３ ０ 日以内

⑦ 売買代金納入

　 　 　 ⑦所有権移転、 入札保証金の返還 ⑧所有権移転、 入札保証金・ 契約保証金の返還

　 　 　 ・ 売買代金の納付が行われたと きに所有権移転 ・ 売買代金の納付が行われたと きに所有権移転

　 　 　 ※売買代金の納付後、 入札保証金を指定の口座へ ※売買代金の納付後、 入札保証金、 契約保証金を

　 　 　 　 返還し ます。 　 指定の口座へ返還し ます。

　 　 　 ⑧ 所有権移転登記 ⑨ 所有権移転登記

　 　 　 ・ 所有権移転登記は、 物件の引渡し 後、 県が実施 ・ 所有権移転登記は、 物件の引渡し 後、 県が実施

　 　 　 ・ 所有権移転登記に必要な登録免許税は落札者負担 ・ 所有権移転登記に必要な登録免許税は落札者負担

　 　 　 ⑨ 登記完了証等の交付 ⑩ 登記完了証等の交付

　 　 　 　 所有権移転登記の完了後、 登記完了証および 　 所有権移転登記の完了後、 登記完了証および

　 　 　 　 登記識別情報通知を落札者に交付 　 登記識別情報通知を落札者に交付

一般競争入札のながれ

※落札者以外には入札保証金を入札終了後に返還

即納の場合 延納の場合
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県 有 財 産 売 払 公 示 書 
 

 下記の土地を一般競争入札により 売払いします。  

 

記 

１  売払物件     

（ 土地）  

物件番号 所在 地番 登記地目 面積 予定価格 

坂井－１  坂井市丸岡町霞町二丁目 32 番２  宅地 344.74 ㎡  
7 ,680,000 円 

 

２  入札・ 開札の日時、 場所 

 物件番号 入札の日時 入札の場所 

 
坂井－１  令和8年10月28日（ 水） 午前10時00分 

福井市大手3丁目17-1 

福井県庁 6階 入札室 
 

開札 入札締め切り 後ただちに開札 

 

入札に参加しよう と する者は、 令和8 年10 月20 日（ 火） 午後５ 時（ 必着） までに、 入札

説明書に記載の書類を持参または郵送で財産活用課へ提出するこ と 。（ 郵送の場合は書留郵

便を利用するこ と 。）  

 

３  入札に参加する者に必要な資格 

  こ の入札に参加するこ と ができる者は、 次に掲げる条件をすべて満たす者と する。  

 （ １ ） 地方自治法（ 昭和２ ２ 年法律第６ ７ 号） 第２ ３ ８ 条の３ 第１ 項および地方自治法 

施行令（ 昭和２ ２ 年５ 月３ 日政令第１ ６ 号） 第１ ６ ７ 条の４ に該当しない者である 

こ と 。  

（ ２ ） 次のアからオまでのいずれにも 該当しない者であるこ と 。  

ア 役員等（ 個人である場合にはその者を、 法人である場合にはその役員またはその

支店も しく は常時契約を締結する事務所を代表する者をいう 。 以下同じ。） が暴力

団員（ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（ 平成３ 年法律第７ ７ 号）

第２ 条第６ 号に規定する暴力団員をいう 。 以下同じ。） である者 

イ 暴力団（ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２ 条第２ 号に規定す

る暴力団をいう 。 以下同じ。） または暴力団員が経営に実質的に関与している者 

ウ 役員等が自己、自社も しく は第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害

を加える目的をも って、 暴力団または暴力団員の利用等をしている者 

エ 役員等が、 暴力団も し く は暴力団員に対し て資金等を供給し 、 または便宜を供  
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与するなど直接的も しく は積極的に暴力団の維持運営に協力し、または関与してい

る者 

オ 役員等が暴力団または暴力団員と 社会的に非難さ れるべき関係を有している者 

 

４  契約条項および入札心得を示す場所 

   福井県総務部財産活用課 

   福井県福井市大手３ 丁目１ ７ 番１ 号 ℡ 0776-20-0251（ 直通）  

 

５  入札保証金  

 予定価格の５ ／１ ０ ０ 以上 

（ 入札保証金は、 落札者が福井県と 契約を締結しないと きは、 福井県に帰属する。 ）  

 

６  入札の無効に関する事項 

 福井県財務規則（ 昭和３ ９ 年福井県規則第１ １ 号） 第１ ５ １ 条各号の一に該当する入 

札は無効 

 

７  入札の条件 

 (１ )落札者は、 契約締結の日から１ ０ 年間売買物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律（ 昭和２ ３ 年法律第１ ２ ２ 号） 第２ 条第１ 項に定める風俗営業、 同条第

５ 項に定める性風俗関連特殊営業その他こ れらに類する業の用ならびに暴力団員によ

る不当な行為の防止等に関する法律（ 平成３ 年法律第７ ７ 号） 第２ 条第２ 号に規定する

暴力団の事務所の用に供してはならない。 また、 それらの用に供する目的で、 売買物件

について第三者に対して一切の権利の設定も しく は所有権の移転をしてはならない。  

 (２ )契約条項および入札説明書を熟読し、 内容を了知の上で入札に参加するこ と 。  

 (３ )郵便による入札は認めない。  

 (４ )入札参加者は、 定刻までに所定の手続きをすませるこ と 。  

 

８  その他 

 こ の公告に掲げるも ののほか、 こ の入札に関し必要な事項は、 入札説明書等による。  

   

以上公告します。  

 令和８ 年９ 月９ 日 

                     福井県知事  石田 嵩人 
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入  札  心  得  書 

福 井 県 

入札参加者の資格（ 福井県財務規則第１ ４ ７ 条）  

        （ 地方自治法第２ ３ ８ 条の３ 第１ 項） （ 地方自治法施行令第１ ６ ７ 条の４ ）  

 

１  次の各号の一に該当する者は、 入札に参加するこ と ができません。  

（ １ ） 一般競争入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

（ ２ ） 破産者で復権を得ない者 

（ ３ ） 福井県職員で当該売払財産に関する事務に従事する者 

（ ４ ） その他、 資格誓約書を提出しない者 

 

２  次の各号の一に該当すると 認められる者は、 その事実があった後２ 年間入札に参加するこ

と ができません。 また、 その者を代理人、 支配人、 その他の使用人または入札代理人と して

使用するこ と ができません。  

（ １ ） 契約の履行に当たり 、 故意に工事も しく は製造を粗雑にし、 または物件の品質も しく は

数量に関して不正の行為をした者 

（ ２ ） 競争入札またはせり 売り において、 その公正な執行を妨げた者または公正な価格の成立

を害し、 も しく は不正な利益を得るために連合した者 

（ ３ ） 落札者が契約を締結するこ と または契約者が契約を履行するこ と を妨げた者 

（ ４ ） 工事も しく は製造その他についての請負契約または物件の買入れその他の契約を締結し

た場合において、県職員が契約の適正な履行を確保するためまたはその受ける給付の完了

の確認（ 給付の完了前に代価の一部を支払う 必要がある場合において行う 工事も しく は製

造の既済部分または物件の既納部分の確認を含む。） をするため必要な監督または検査を

実施するに当たり 職員の職務の執行を妨げた者 

（ ５ ） 正当な理由がなく て契約を履行しなかった者 

（ ６ ） 上記各号の一に該当する事実があった後２ 年を経過しない者を契約の履行に当たり 代理

人、 支配人、 その他の使用人と して使用した者 

 

入札の方法（ 福井県財務規則第１ ５ ０ 条）  

 

１  入札をしよう と する者は、 入札書に出納員等が交付する入札保証金の現金領収書または有

価証券受領書および資格誓約書を添えて、指定の場所、日時までに提出しなければなり ませ

ん。  

２  入札者が代理人であると きは、 入札前に必ず委任状を係員に提出するこ と 。  

代理人は二人以上の代理はできません。  

３  共有名義で入札しよう と する者は、 入札書および資格誓約書に共有名義者全員の住所、 氏

名、 （ 入札書には持分） を連記し、 指定の場所、 日時までに提出しなければなり ません。  

  ただし、 共有者の代表者しか入札するこ と ができないので、 他の共有者の委任状を係員に

提出するこ と 。  

４  入札には二人以上共同して参加するこ と はできません。  
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５  提出済の入札書は、 その事由の如何を問わず引換、 変更、 または取り 消すこ と はできませ

ん。  

 

入札金額の記入方法 

 

 金額の記入は算用数字を使用してく ださ い。  

 

入札の無効（ 福井県財務規則第１ ５ １ 条）  

 

 次の各号の一に該当する入札は無効と します。  

（ １ ） 競争入札に参加する資格のない者または資格のなく なった者のした入札 

（ ２ ） 所定の入札保証金を納付していない者のした入札 

（ ３ ） 入札者またはその代理人がした二以上の入札 

（ ４ ） 二人以上の代理をした者のした入札 

（ ５ ） 入札者が連合した入札 

（ ６ ） 入札の際不正な行為をした者のした入札 

（ ７ ） 金額その他要点を確認するこ と ができない入札 

（ ８ ） 前各号に掲げるほかこ の心得書、 関係法令等（ 県規則を含む） 入札条件に違反した入札 

 

入札保証金（ 福井県財務規則第１ ５ ２ 条）  

 

１  入札に参加しよう と する者は、 予定価格の１ ０ ０ 分の５ 以上の入札保証金を出納員等に納

入しなければなり ません。  

２  入札保証金は、 落札者を除き開札終了後還付します。 落札者の入札保証金は、 契約代金納

付の際に還付します。  

  ただし、 落札者が契約を締結しないと きは、 その者の納付にかかる入札保証金は、 県に帰

属するこ と になり ます。  

 

入札保証金の代用（ 福井県財務規則第１ ５ ４ 条）  

 

１  入札保証金は、 次の各号に掲げる担保の提供をも って代えるこ と ができます。  

 （ １ ） 国債、 地方債 

 （ ２ ） 政府の保証のある債券    

 （ ３ ） 契約担当者が確実と 認める社債（ 無記名のも のに限る）  

  

２  前項の担保価値は、 国債および地方債については額面金額、 その他のも のについては市場

価格の８ 割に相当する金額と する。  

 

３  上記の担保のう ち、 （ ３ ） を提出する場合については、 令和８ 年１ ０ 月２ ０ 日（ 水） 午後

５ 時までに、に福井県総務部財産活用課 財産グループまで連絡をお願いします。（ 連絡先電

話番号 0776-20-0251）  
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開札および再度入札（ 地方自治法施行令第１ ６ ７ 条の８ ）  

 

１  開札は、 入札者立会いのう え入札終了後直ちに行います。  

ただし、 入札者またはその代理人が開札場所に立会わない場合は、 当該入札事務に関係の

ない県職員を立会わせて行います。  

２  開札の結果予定価格に達する入札のないと きは、 直ちに再度入札を行います。  

  ただし、 再度入札をしても なお予定価格に達しない場合は、 公売を止めるこ と があり ます

が、 こ の場合異議を申立てるこ と はできません。  

 

落札者の決定（ 地方自治法施行令第１ ６ ７ 条の９ ）  

 

 入札は、 県の予定価格以上の最高のも のをも って落札者と します。 ただし、 落札者と なる 

同価の入札者が二人以上あると きは、 直ちにく じによって落札者を定めます。 こ の場合にお 

いて当該入札者のう ちく じを引かない者があると きは、 こ れに代えて当該入札事務に関係の 

ない県職員にく じを引かせるも のと します。  

 

契約締結の時期（ 福井県財務規則第１ ７ ０ 条）  

 

１  落札者を決定したと きは、 その旨落札者に通知します。  

２  落札者は前項の通知を受けた日から７ 日以内に契約を締結しなければなり ません。  

３  落札者は、 前項の期間内に契約を締結しないと きは、 落札者と しての権利を失います。  

 

契約保証金(福井県財務規則第１ ７ １ 条、 １ ７ ２ 条）  

 

１  契約を締結する者は、 契約金額の１ ０ ０ 分の１ ０ 以上の契約保証金を出納員等に納入しな

ければなり ません。  

２  契約保証金は、 契約代金納付の後に還付します。  

  ただし、 契約を締結しないと きは、 その者の納付にかかる契約保証金は、 県に帰属するこ

と になり ます。  

３  入札保証金を契約保証金に充当するこ と ができます。  

４  契約を締結する場合において代金が即納さ れると きは、 契約保証金は免除さ れます。  

 

売買代金の完納の時期（ 福井県財務規則第１ ７ ６ 条）  

 

 県有財産の売払代金はその引渡しの時までに完納しなければなり ません。  

 

その他 

 

 こ の入札心得書に記載のない事項については、 入札執行者、 関係法令、 入札説明書および福

井県財務規則等知事の定めると こ ろにより ます。  
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県有財産売買契約書（ 案１ ）  

 

 売払人 福井県（ 以下「 甲」 と いう 。） と 買受人 〇〇〇〇〇 （ 以下「 乙」 と いう 。） は、

県有財産の売買について次の条項のと おり 契約（ 以下、「 本契約」 と いう 。） を締結する。  

（ 信義誠実の義務）  

第１ 条 甲および乙は、 信義を重んじ誠実に本契約を履行しなければならない。  

（ 売買物件）  

第２ 条 売買物件は、 次のと おり と する。  

所在 地番 登記地目 実測面積 

坂井市丸岡町霞町二丁目 32 番2 宅地 344.74 ㎡  

（ 売買代金）  

第３ 条 乙が甲に支払う 売買代金は、 金 〔 ＊ 落札金額 〕 円と する。  

（ 売買代金の納付）  

第４ 条 乙は、 売買代金を本契約締結と 同時に甲の発行する納入通知書により 納付しなければ

ならない。  

（ 契約保証金）  

第５ 条 甲は、 乙が納付すべき契約保証金を免除する。  

（ 土地の面積）  

第６ 条 甲と 乙は、 本物件については実測面積で売買する。  

（ 所有権の移転および登記の嘱託）  

第７ 条 売買物件の所有権は、 乙が売買代金を納付した時に乙に移転する。  

２  乙は、 所有権移転までに、 登録免許税相当額の領収証書または印紙を添えて所有権移転

登記を甲に請求し、 甲は、 売買物件の所有権が移転した後、 遅延なく 所有権移転登記を嘱

託するものと する。  

（ 売買物件の引渡し）  

第８ 条 売買物件の引渡しは現況のまま行う ものと する。  

２  売買物件は、 前条第１ 項の規定により 所有権が移転した時、 乙に対し完全に引き渡され

たものと する。  

（ 危険負担）  

第９ 条 本契約締結の時から前条に定める引渡しの時までの間において、 売買物件が天災地変

その他甲または乙のいずれの責めに帰すこと のできない事由により 滅失または損傷し、補

修が不能または補修に過大な費用を要し、 本契約の履行が不可能と なったと きは、 甲乙双

方書面により 通知して、 本契約を解除すること ができる。 また、 乙は、 本契約が解除され

るまでの間、 売買代金の支払いを拒むこと ができる。  

２  甲は、売買物件の引渡し前に、前項の事由によって当該物件が損傷した場合であっても、

補修すること により 本契約の履行が可能であると きは、 甲は、 売買物件を補修して乙に引

き渡すこと ができるものと する。 この場合、 補修行為によって引渡しが本契約に定める引

渡しの時を超えても、 乙は、 甲に対し、 その引渡しの延期について異議を述べること はで

きない。  

３  第１ 項によって、 本契約が解除された場合、 甲は、 乙に対し、 受領済みの金員を無利息

【 売買代金を即納する場合】 
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で速やかに返還するものと する。  

（ 土地の定着物の所有権）  

第１ ０ 条 土地と 一体と なった工作物、 立竹木等で、 土地そのものの構成部分と みられるもの

は、 土地の所有権に含むものと する。  

（ 所有権以外の権利）  

第１ １ 条 甲は、 売買物件に質権、 抵当権その他担保の設定などがある場合には、 引渡期限ま

でに抹消するものと する。  

（ 契約不適合責任）  

第１ ２ 条 乙は、 本契約締結後、 売買物件が種類、 品質または数量に関して契約の内容に適合

しないものであること を発見しても、 甲に対し、 売買物件の補修、 代替物の引渡しまたは

不足分の引渡しによる履行の追完の請求、 代金の減額の請求、 損害賠償の請求および契約

の解除をすること ができないものと する。  

 (特 則) 

第１ ３ 条 乙は、 本契約締結の日から１ ０ 年間売買物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律（ 昭和２ ３ 年法律第１ ２ ２ 号） 第２ 条第１ 項に定める風俗営業および、 同

条第５ 項に定める性風俗関連特殊営業その他こ れらに類する業の用ならびに暴力団員に

よる不当な行為の防止等に関する法律（ 平成３ 年法律第７ ７ 号） 第２ 条第２ 号に規定する

暴力団の事務所の用に供してはならない。 また、 それらの用に供する目的で、 売買物件に

ついて第三者に対して一切の権利の設定または所有権の移転をしてはならない。  

（ 違約金）  

第１ ４ 条 乙は、 前条に定める義務に違反したと きは、 金〔 ＊契約金額の 10/100〕 円を違約

金と して甲に支払わなければならない。   

２  前項の違約金は、 第１ ７ 条に定める損害賠償額の予定またはその一部と 解釈しない。  

（ 契約の解除）  

第１ ５ 条 甲は、 乙が本契約に定める義務を履行しないと き、 および暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律第２ 条第６ 号に規定する暴力団員または同条第２ 号に規定する

暴力団もしく は暴力団員と 密接な関係を有していると 認められると きは、本契約を解除す

ること ができる。  

（ 乙の原状回復義務）  

第１ ６ 条 乙は、 甲が前条の規定により 解除権を行使したと きは、 甲の指定する期日までに、

売買物件を原状に回復して返還しなければならない。 ただし、 甲が売買物件を原状に回復

させること が適当でないと 認めたと きは、 現状のまま返還すること ができる。  

２  乙は、前項ただし書きの場合において、売買物件が滅失または毀損していると きは、そ

の損害賠償と して契約解除時の時価により 減損額に相当する金額を甲に支払わなければ

ならない。 また、 乙の責めに帰すべき事由により 甲に損害を与えている場合には、 その損

害に相当する金額を甲に支払わなければならない。  

３  乙は、第１ 項に定めると ころにより 売買物件を甲に返還すると きは、甲の指定する期日

までに、 当該物件の所有権移転登記承諾書を甲に提出しなければならない。  

（ 損害賠償）  

第１ ７ 条 甲は、 乙が本契約に定める義務を履行しないため損害を受けたと きは、 その損害の

賠償を請求すること ができる。  
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（ 契約の費用）  

第１ ８ 条 本契約の締結および履行等に関して必要な費用は、 すべて乙の負担と する。  

（ 関係規則の適用）  

第１ ９ 条 本契約においては、 本契約に定めるもののほか、 福井県公有財産等管理規則（ 昭和

３ ９ 年福井県規則第１ ５ 号） および福井県財務規則（ 昭和３ ９ 年福井県規則第１ １ 号） の

適用を受けるものと する。  

（ 紛争等の解決）  

第２ ０ 条 本契約について訴訟等が生じたと きは、 甲の事務所の所在地を所管する裁判所を第

一審の管轄裁判所と する。  

（ 疑義等の決定）  

第２ １ 条 本契約について疑義のある事項またはこの契約に定めのない事項については、 甲乙

協議のう え定めるものと する。  

 

 上記の契約の締結を証するため、 本契約書２ 通を作成し、 甲乙両者記名押印のう え、 各自そ

の１ 通を保有する。  

 

令和  年  月  日 

 

 

       （ 甲） 売払人   福井県福井市大手３ 丁目１ ７ 番１ 号 

福井県知事  石田 嵩人 

 

               （ 乙） 買受人    
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県有財産売買契約書（ 案２ ）  

 

 売払人 福井県（ 以下「 甲」 と いう 。） と 買受人 〇〇〇〇〇 （ 以下「 乙」 と いう 。） は、

県有財産の売買について次の条項のと おり 契約（ 以下、「 本契約」 と いう 。） を締結する。  

（ 信義誠実の義務）  

第１ 条 甲および乙は、 信義を重んじ誠実に本契約を履行しなければならない。  

（ 売買物件）  

第２ 条 売買物件は、 次のと おり と する。  

所在 地番 登記地目 実測面積 

坂井市丸岡町霞町二丁目 32 番2 宅地 344.74 ㎡ 

（ 売買代金）  

第３ 条 乙が甲に支払う 売買代金は、 金 〔 ＊ 落札金額 〕 円と する。  

（ 売買代金の納付）  

第４ 条 乙は、 売買代金を本契約締結日から起算して３ ０ 日以内に甲の発行する納入通知書に

より 納付しなければならない。  

（ 契約保証金）  

第５ 条 乙は、本契約締結と 同時に、契約保証金と して金 〔 ＊契約金額の 10/100 以上〕 円

を甲に納付しなければならない。  

２  第１ 項の契約保証金は、 売買代金納付後還付するものと する。  

３  乙が前条に定める義務を履行しないと きは、 契約保証金は、 県に帰属するものと する。  

（ 土地の面積）  

第６ 条  甲と 乙は、 本物件については、 実測面積で売買する。  

（ 所有権の移転および登記の嘱託）  

第７ 条  売買物件の所有権は、 乙が売買代金を納付した時に、 乙に移転する。  

２  乙は、 所有権移転までに、 登録免許税相当額の領収証書または印紙を添えて所有権移転

登記を甲に請求し、 甲は、 売買物件の所有権が移転した後、 遅延なく 所有権移転登記を嘱

託するものと する。  

（ 売買物件の引渡し）  

第８ 条 売買物件の引渡しは現況のまま行う ものと する。  

２  売買物件は、 前条第１ 項の規定により 所有権が移転した時、 乙に対し完全に引き渡され

たものと する。  

（ 危険負担）  

第９ 条 本契約締結の時から前条に定める引渡しの時までの間において、 売買物件が天災地変

その他甲または乙のいずれの責めに帰すこと のできない事由により 滅失または損傷し、補

修が不能または補修に過大な費用を要し、 本契約の履行が不可能と なったと きは、 甲乙双

方書面により 通知して、 本契約を解除すること ができる。 また、 乙は、 本契約が解除され

るまでの間、 売買代金の支払いを拒むこと ができる。  

２  甲は、売買物件の引渡し前に、前項の事由によって当該物件が損傷した場合であっても、

補修すること により 本契約の履行が可能であると きは、 甲は、 売買物件を補修して乙に引

き渡すこと ができるものと する。 この場合、 補修行為によって引渡しが本契約に定める引

【 契約後契約保証金を納付し、 ３ ０ 日以内に売買代金を支払う 場合】  

-15-



渡しの時を超えても、 乙は、 甲に対し、 その引渡しの延期について異議を述べること はで

きない。  

３  第１ 項によって、 本契約が解除された場合、 甲は、 乙に対し、 受領済みの金員を無利息

で速やかに返還するものと する。  

（ 土地の定着物の所有権）  

第１ ０ 条 土地と 一体と なった工作物、 立竹木等で、 土地そのものの構成部分と みられるもの

は、 土地の所有権に含むものと する。  

（ 所有権以外の権利）  

第１ １ 条 甲は、 売買物件に質権、 抵当権その他担保の設定などがある場合には、 引渡期限ま

でに抹消するものと する。  

（ 契約不適合責任）  

第１ ２ 条 乙は、 本契約締結後、 売買物件が種類、 品質または数量に関して契約の内容に適合

しないものであること を発見しても、 甲に対し、 売買物件の補修、 代替物の引渡しまたは

不足分の引渡しによる履行の追完の請求、 代金の減額の請求、 損害賠償の請求および契約

の解除をすること ができないものと する。  

（ 特 則）  

第１ ３ 条 乙は、 本契約締結の日から１ ０ 年間売買物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化 

等に関する法律（ 昭和２ ３ 年法律第１ ２ ２ 号） 第２ 条第１ 項に定める風俗営業および、 同

条第５ 項に定める性風俗関連特殊営業その他こ れらに類する業の用ならびに暴力団員に

よる不当な行為の防止等に関する法律（ 平成３ 年法律第７ ７ 号） 第２ 条第２ 号に規定する

暴力団の事務所の用に供してはならない。 また、 それらの用に供する目的で、 売買物件に

ついて第三者に対して一切の権利の設定または所有権の移転をしてはならない。  

（ 違約金）  

第１ ４ 条 乙は、 前条に定める義務に違反したと きは、 金〔 ＊契約金額の 10/100〕 円を違約

金と して甲に支払わなければならない。   

２  前項の違約金は、 第１ ７ 条に定める損害賠償額の予定またはその一部と 解釈しない。  

（ 契約の解除）  

第１ ５ 条 甲は、 乙が本契約に定める義務を履行しないと き、 および暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律第２ 条第６ 号に規定する暴力団員または同条第２ 号に規定する

暴力団もしく は暴力団員と 密接な関係を有していると 認められると きは、本契約を解除す

ること ができる。  

（ 乙の原状回復義務）  

第１ ６ 条 乙は、 甲が前条の規定により 解除権を行使したと きは、 甲の指定する期日までに、

売買物件を原状に回復して返還しなければならない。 ただし、 甲が売買物件を原状に回復

させること が適当でないと 認めたと きは、 現状のまま返還すること ができる。  

２  乙は、 前項ただし書きの場合において、 売買物件が滅失または毀損していると きは、 そ

の損害賠償と して契約解除時の時価により 減損額に相当する金額を甲に支払わなければ

ならない。 また、 乙の責めに帰すべき事由により 甲に損害を与えている場合には、 その損

害に相当する金額を甲に支払わなければならない。  

３  乙は、 第１ 項に定めると ころにより 売買物件を甲に返還すると きは、 甲の指定する期日

までに、 当該物件の所有権移転登記承諾書を甲に提出しなければならない。  
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（ 損害賠償）  

第１ ７ 条 甲は、 乙が本契約に定める義務を履行しないため損害を受けたと きは、 その損害の

賠償を請求すること ができる。  

（ 契約の費用）  

第１ ８ 条 本契約の締結および履行等に関して必要な費用は、 すべて乙の負担と する。  

（ 関係規則の適用）  

第１ ９ 条 本契約においては、 本契約に定めるもののほか、 福井県公有財産等管理規則（ 昭和

３ ９ 年福井県規則第１ ５ 号） および福井県財務規則（ 昭和３ ９ 年福井県規則第１ １ 号）

の適用を受けるものと する。  

（ 紛争等の解決）  

第２ ０ 条 本契約について訴訟等が生じたと きは、 甲の事務所の所在地を所管する裁判所を第

一審の管轄裁判所と する。  

（ 疑義等の決定）  

第２ １ 条 本契約について疑義のある事項またはこの契約に定めのない事項については、 甲乙

協議のう え定めるものと する。  

 

 上記の契約の締結を証するため、 本契約書２ 通を作成し、 甲乙両者記名押印のう え、 各自そ

の１ 通を保有する。  

 

令和  年  月  日 

 

 

         （ 甲） 売払人   福井県福井市大手３ 丁目１ ７ 番１ 号 

                            福井県知事  石田 嵩人 

 

               （ 乙） 買受人   
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一般競争入札参加申込書 
 

令和８ 年９ 月９ 日付け公告のあった県有財産の売払いにかかる 一般競争入札に参加

したいので、 入札心得、 県有財産売払公示書、 契約条項、 入札実施要領、 その他入札説

明書記載事項等を承諾のう え、 下記のと おり 申し込みます。  

 

福井県知事 石田 嵩人 様 

記 

 

申込年月日 令和  〇年  〇月  〇日 

入

札

者 

／ 

共

有

者 

 

住 所 

〒〇〇〇－〇〇〇〇 

 

 〇〇県〇〇市〇〇１ 丁目〇〇 

フリ ガナ ｶﾌ゙ ｼｷｶ゙ ｲｼｬ〇〇〇〇 ﾀ゙ ｲﾋｮｳﾄﾘｼﾏﾘﾔｸ 〇〇 〇〇   持 分 

氏名または商号名称 

および代表者職・ 氏名 

株式会社 〇〇〇〇〇 代表取締役 〇〇 〇〇            
                    印                            

（ 実印）  

                      

住 所 

〒 

フリ ガナ  持 分 

氏名または商号名称 

および代表者職・ 氏名 

 
印                            

（ 実印）  

 

連絡先 
（ 共有の場合は代表者の連絡先）  

Ｔ Ｅ Ｌ ： ０ ７ ７ ６ -〇〇-〇〇〇〇 Ｆ ＡＸ ： ０ ７ ７ ６ -〇〇-△△△△ 

E-ma il： ××××＠××.ne.jp 

担当者名：  〇〇 〇〇 

入札参加 

希望物件 

所 在 地 数    量 

坂井市丸岡町霞町二丁目 32 番 2 

 

土地 344.74 ㎡ 

 

（ １ ）  共有名義で入札参加を希望する場合は、 全員の氏名等を記入してく ださ い。  

（ ２ ）  提出期限、提出先は下記のと おり ですので、持参または郵送で提出してく ださ い。（ 郵

送の場合は書留郵便を利用し、必着と します。提出にかかる費用は提出者負担と します。） 

（ ３ ）  入札参加申込時に必要な他の書類につきましては、入札説明書Ｐ １ ～Ｐ ２ を参照してく

ださ い。  

 

【 提出期限】 令和８ 年１ ０ 月２ ０ 日（ 火） 午後５ 時【 必着】  

【 提出場所】 福井県総務部 財産活用課 財産グループ 

〒910-8580 福井市大手３ 丁目１ ７ 番１ 号 

TEL 0776-20-0251（ 直通）  

FAX 0776-20-0628 

 
共有名義で申し込む場合のみ記載 

共有

名義

で申

し込

む場

合の

み記

載 

記載例 
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役員名簿 
 

 

商号・ 名称 株式会社 〇〇〇〇〇 

 

（ 役員に関する事項）  

役職名 氏名（ フリ ガナ）  
生年月日 

（ 和暦）  
住所（ 住民票の住所）  

〇〇○ ○○ ○○（ △△△ △△）  
昭和〇〇年 

〇月 〇日 
〇〇県〇〇市〇〇１ 丁目〇〇 

○○○ ○○ ○○（ △△△ △△）  
昭和〇〇年 

〇月 〇日 
〇〇県〇〇市〇〇１ 丁目〇〇 

○○○ ○○ ○○（ △△△ △△）  
昭和〇〇年 

〇月 〇日 
〇〇県〇〇市〇〇１ 丁目〇〇 

○○○ ○○ ○○（ △△△ △△）  
昭和〇〇年 

〇月 〇日 
〇〇県〇〇市〇〇１ 丁目〇〇 

○○○ ○○ ○○（ △△△ △△）  
昭和〇〇年 

〇月 〇日 
〇〇県〇〇市〇〇１ 丁目〇〇 

○○○ ○○ ○○（ △△△ △△）  
昭和〇〇年 

〇月 〇日 
〇〇県〇〇市〇〇１ 丁目〇〇 

  
年 

 月  日 

 

  
年 

 月  日 

 

  
年 

 月  日 

 

  
年 

 月  日 

 

  
年 

 月  日 

 

  
年 

 月  日 

 

※法人登記簿謄本に記載の役員全員について、 記載してく ださ い。  

 

 

 

 

記載例 
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記載例： 本人                             （ 本人用）  

資 格 誓 約 書 
令和〇年〇〇月〇〇日 

福井県知事 

  石田 嵩人 様 

              住     所 ○○県○○市○○１ 丁目○○ 

 

              氏名または名称 株式会社〇〇〇〇 

              および代表者名 代表取締役 ○○ ○○  ※ 押印不要 

                      昭和○○年 ○○月 ○○日生 

 

 私は、 福井県が実施する県有地の売払に係る一般競争入札の参加に当たり 、 下記事項を

誓約します。  

 なお、 入札参加資格の確認をするため、 福井県が福井県警察本部に照会するこ と につい

て承諾します。  

記 

 

１  「 地方自治法施行令」（ 昭和22 年政令第16 号） 第１ ６ ７ 条の４ 第１ 項に規定する一

般競争入札に参加さ せるこ と ができない者および同条第２ 項各号に該当すると 認められ

る 者のいずれにも 該当しません。  

 

２  過去２ 年間、 地方自治法施行令第１ ６ ７ 条の４ 第２ 項第１ 号から第６ 号までの規定に 

 該当したこ と はあり ません。  

 

３  「 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」（ 平成３ 年法律第77 号） 第２ 条 

第２ 号から第４ 号までおよび第６ 号に規定する者ではあり ません。  

 また、 こ れらの暴力団および暴力団員と 、 社会的に非難さ れるよう な関係はなく 、  

暴力団および暴力団員等の依頼を受けて入札に参加しよう と するも のではあり ません。  

 

４  「 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律」（ 平成11 年法律第147 号）

第５ 条第１ 項に規定する観察処分の決定を受けた団体および当該団体の役員も しく は構

成員ではあり ません。  

 

５  県有地を購入したと きは、 こ れを上記３ または４ に該当する者に、 譲渡または貸与す

るこ と はあり ません。  

 

６  福井県職員で当該売払財産に関する事務に従事する者ではあり ません。  

 

７  入札に対し、 入札物件については、 入札説明書等の内容について全て承知の上、 参加 

しますので、 後日こ れらの事柄について、 福井県に対し一切の異議および苦情を申し立 

てません。  

※個人の場合は、氏名を 

記入してください。 
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記載例： 共有名義                          （ 共有名義用） 

資 格 誓 約 書 
 

令和〇年〇〇月〇〇日 

 

福井県知事 

  石田 嵩人 様 

 

              住     所 ○○県○○市○○１ 丁目○○ 

  

             氏名または名称 

              および代表者名  共有者Ａさ ん     ※ 押印不要  

                      昭和○○年 ○○月 ○○日生 

 

住     所 ○○県△△市△２ 丁目△△ 

 

              氏名または名称 

              および代表者名  共有者Ｂ さ ん     ※ 押印不要 

                      昭和○○年 ○○月 ○○日生 

 

 私は、 福井県が実施する県有地の売払に係る一般競争入札の参加に当たり 、 下記事項を

誓約します。  

  なお、 入札参加資格の確認をするため、 福井県が福井県警察本部に照会するこ と につ

いて承諾します。  

 

記 

 

１  「 地方自治法施行令」（ 昭和22 年政令第16 号） 第１ ６ ７ 条の４ 第１ 項に規定する一

般競争入札に参加さ せるこ と ができない者および同条第２ 項各号に該当すると 認められ

る者のいずれにも 該当しません。  

２  過去２ 年間、 地方自治法施行令第１ ６ ７ 条の４ 第２ 項第１ 号から第６ 号までの規定に 

 該当したこ と はあり ません。  

３  「 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」（ 平成３ 年法律第77 号） 第２ 条 

第２ 号から第４ 号までおよび第６ 号に規定する者ではあり ません。  

 また、 こ れらの暴力団および暴力団員と 、 社会的に非難さ れるよう な関係はなく 、  

暴力団および暴力団員等の依頼を受けて入札に参加しよう と するも のではあり ません。  

４  「 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律」（ 平成11 年法律第147 号）

第５ 条第１ 項に規定する観察処分の決定を受けた団体および当該団体の役員も しく は構

成員ではあり ません。  

５  県有地を購入したと きは、 こ れを上記３ または４ に該当する者に、 譲渡または貸与す

るこ と はあり ません。  

６  福井県職員で当該売払財産に関する事務に従事する者ではあり ません。  

７  入札に対し、 入札物件については、 入札説明書等の内容について全て承知の上、 参加 

しますので、 後日こ れらの事柄について、 福井県に対し一切の異議および苦情を申し立 

てません。  
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（ 本人・ 代理人用）  

入   札   書 
 

 福井県知事 石田 嵩人 様 

                         令和〇年〇〇月〇〇日 

 

                入札者 （ 住所） ○○県○○市○○１ 丁目○○ 

                    （ 氏名）  株式会社○○○○  

代表取締役 〇〇 〇〇  印 

                                  （  実印 ）  

                代理人 （ 住所）  

                    （ 氏名）              印 

                     

 次のと おり 福井県財務規則および入札心得、 県有財産売払公示書、 契約条項、 入札実

施要領、 その他入札説明書の記載事項など承諾のう え、 関係書類を添えて入札し ます。 

 

記 

１  入札物件 

  （ 土地）  

所在 地番 地目 実測面積（ ㎡）  

坂井市丸岡町霞町二丁目 32 番2 宅地 344.74  

 

２  入札金額 

 拾億 壱億 千万 百万 拾万 万 千 百 拾 壱  

入札金額 
 

￥ △ △ △ △ △ △ △ △ 円 

 

※ 入札金額の記入は算用数字を使用し、 頭に「 ￥」 を記入するこ と 。  

※ 代理人により 入札する場合は、 委任者の住所・ 氏名を入札者の住所氏名欄に記載し、 代理

人の住所・ 氏名欄に記名押印するこ と 。  

※ 代理人により 入札する場合は、 委任状を別途提出するこ と 。  

 

 

 

 

記載例：本人が入札に 

参加する場合 
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（ 本人・ 代理人用）  
入   札   書 

 

 福井県知事 石田 嵩人 様 

                         令和〇年〇〇月〇〇日 

 

                入札者 （ 住所） 〇〇県○○市○○１ 丁目○○ 

                    （ 氏名） 株式会社〇〇〇〇 

代表取締役 〇〇 〇〇     

                代理人 （ 住所） 〇〇県△△市△２ 丁目△△ 

                    （ 氏名）  △△ △△       印 

 （ 委任状に押印した印）  

 

 次のと おり 福井県財務規則および入札心得、 県有財産売払公示書、 契約条項、 入札実

施要領、 その他入札説明書の記載事項など承諾のう え、 関係書類を添えて入札し ます。 

 

記 

１  入札物件 

  （ 土地）  

所在 地番 地目 実測面積（ ㎡）  

坂井市丸岡町霞町二丁目 32 番2 宅地 344.74  

 

２  入札金額 

 拾億 壱億 千万 百万 拾万 万 千 百 拾 壱  

入札金額 
 

￥ △ △ △ △ △ △ △ △ 円 

 

※ 入札金額の記入は算用数字を使用し、 頭に「 ￥」 を記入するこ と 。  

※ 代理人により 入札する場合は、 委任者の住所・ 氏名を入札者の住所氏名欄に記載し、 代理

人の住所・ 氏名欄に記名押印するこ と 。  

※ 代理人により 入札する場合は、 委任状を別途提出するこ と 。  

記載例：代理人が入札に

参加する場合 
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（ 共有名義用）  

入   札   書 
 

 福井県知事 石田 嵩人 様 

                            令和〇年〇〇月〇〇日 

                入札者（ 住所） 〇〇県○○市○○１ 丁目○○ 

                   （ 氏名）  共有者Ａさ ん （ 持分１ ／２ ） 印  

   （ 委任状に押印した印(実印)）  

                   （ 住所） 〇〇県△△市△２ 丁目△△ 

                   （ 氏名）  共有者Ｂ さ ん （ 持分１ ／２ ）   

                代理人（ 住所） 〇〇県○○市○○１ 丁目○○ 

                   （ 氏名）  共有者Ａさ ん        印 

（ 委任状に押印した印(実印)）  

 

 次のと おり 福井県財務規則および入札心得、 県有財産売払公示書、 契約条項、 入札実

施要領、 その他入札説明書の記載事項など承諾のう え、 関係書類を添えて入札し ます。 

 

記 

１  入札物件 

  （ 土地）  

所在 地番 地目 実測面積（ ㎡）  

坂井市丸岡町霞町二丁目 32 番2 宅地 344.74  

 

２  入札金額 

 拾億 壱億 千万 百万 拾万 万 千 百 拾 壱  

入札金額 
 

￥ △ △ △ △ △ △ △ △ 円 

 

※ 入札金額の記入は算用数字を使用し、 頭に「 ￥」 を記入するこ と 。  

※ 代理人により 入札する場合は、 委任者の住所・ 氏名を入札者の住所氏名欄に記載し、 代理

人の住所・ 氏名欄に記名押印するこ と 。  

※ 代理人により 入札する場合は、 委任状を別途提出するこ と 。  

記載例：共有名義の場合 
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（ 代理人・ 共有名義用）  

委   任   状 

 

 

 福井県知事 

  石田 嵩人 様 

 

 

                 代理人 （ 住所） △△県△△市△△２ 丁目△△ 

                     （ 氏名）  △△ △△      印 

                                  （ 認印でも 可） 

 私は、 上記の者をも って代理人と 定め、 下記の権限を委任します。  

 

記 

 

 令和８ 年９ 月９ 日付け県有財産売払公告にかかる県有財産の一般競争入札に参加す

るこ と およびこ れに付随する一切の権限 

 

 令和〇年〇〇月〇〇日 

 

                入札者 （ 住所） ○○県○○市○○１ 丁目○○   

                    （ 氏名） 株式会社〇〇〇〇    

代表取締役 〇〇 〇〇  印  

               （  実印 ）                              

記載例：代理人の場合 

※法人の場合で、 代表者以外が入札に参加 

する場合は、 入札者の欄に法人名、 代表者 

名を記載し 、代表者印（ 実印） を押印のう え、

代理人欄に入札参加者氏名を記載するこ と 。 

（ 社員が代理で入札に参加する 場合でも 委任

状が必要です。）  

※別途提示し ていただく 本人確認書類で

確認できる住所を記載するこ と 。  
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（ 代理人・ 共有名義用）  

委   任   状 

 

 

 福井県知事 

  石田 嵩人 様 

 

 

                 代理人 （ 住所） ○○県○○市○○１ 丁目○○ 

                     （ 氏名）  共有者 Ａさ ん   印 

                                      （  実印 ）  

 私は、 上記の者をも って代理人と 定め、 下記の権限を委任します。  

 

記 

 

 令和８ 年９ 月９ 日付け県有財産売払公告にかかる県有財産の一般競争入札に参加す

るこ と およびこ れに付随する一切の権限 

 

 令和〇年〇〇月〇〇日 

 

                 入札者 （ 住所） △△県△△市△２ 丁目△△   

                     （ 氏名）  共有者 Ｂ さ ん   印 

（  実印 ）                              

 

記載例：共有名義の場合 
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入札書 委任状 資格誓約書（ 押印不要）

本人の場合 入札者 本人の住所 本人の住所

の 氏名 氏名

欄 印（ 実印） 　

代理人の場合 入札者 本人の住所 本人の住所 本人の住所

の 氏名 氏名 氏名

欄 印（ 実印） 　

代理人 代理人の住所 代理人の住所

の 氏名 氏名

欄 委任状に押印した印 印（ 認印でも 可）

共有名義で入札し、 入札者 代表者の住所

そのう ちどちら か （ 代表者と 氏名

一方が代表者  なる者) 持分 全員の住所

と なる場合 の欄 委任状に押印した印（ 実印） 氏名

入札者 代表者以外の全員の住所 代表者以外の全員の住所 　

の 氏名 氏名

欄 持分 印（ 実印）

代理人 代表者の住所 代表者の住所

の 氏名 氏名

欄 委任状に押印した印（ 実印） 印（ 実印）

共有名義で入札し、 入札者 全員の住所 全員の住所 全員の住所

第３ 者が代理人と の 氏名 氏名 氏名

なる場合 欄 持分 印（ 実印） 　

代理人 代理人の住所 代理人の住所

の 氏名 氏名

欄 委任状に押印した印 印（ 認印でも 可）

※その他必要な書類および提出時期については、 Ｐ １ ～Ｐ ２ を参照してく ださ い。

　

入札書、 委任状、 資格誓約書の記入事項

入札者

不要
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入札物件の詳細 
 

 

 

物件番号： 坂井－１  

坂井市丸岡町霞町二丁目32 番２ （ 土地)  

 

案 内 図 

地 形 図 （ 公 図 ）  

地 積 測 量 図 

物  件  調  書 
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【 案内図】   
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登 記 簿

登 記 簿

物件 坂井－１

所 在 地

住 居 表 示

物 件 調 書

宅地

（１）都市計画法・土地区画整理法に基づく制限

法令に基づく制限概要

（制限の概要）

都市計画道路

宅地

344.74㎡ 実　　測

福井県坂井市丸岡町霞町二丁目３２番２

地　　　　　目

有（１　計画決定　　２　事業決定　　名称　　　　　　　　　幅員　　ｍ）　　　

都市計画区域（内・外）

都
　
　
市
　
　
計
　
　
画
　
　
法

開発許可等

―

面　　　　　積 344.74㎡ 実測面積は、
（確定測量図・丈量図・現況測量
図・用地実測図・地積測量図）
に基づく現　　況

（備考）

有 ・ 無

無

　１　許可番号　　　　　号（平成　　年　　月　　日）

　２　完了公告　　　　　号（平成　　年　　月　　日）

　許可等の種類

　有　・　無　・　施行中計画

仮換地指定　　　（　未・済　）　　　年　　月　　日　　　　　号

換地処分の公告（予定・済）　　　　　年　　月　　日

清算金 　有　・　無　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

換地（予定）期日

　１　市街化区域　　２　市街化調整区域　　３　非線引区域　　４　準都市計画区域

　５　その他

土
地
区
画
整
理
法

名称

（備　考）

土地区画整理事業

1／6
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（備考）

私道の変更または廃止の制限

200%

１　道路斜線制限　　２　隣地斜線制限　　３　北側斜線制限
４　絶対高さ　１０ｍ・１２ｍ
５　日影による中高層の建築物の制限（　　　種）

１　防火地域　　２　準防火地域　　３　高度地区　　４　高度利用地区　　５　特定街区

６　景観地区　　７　風致地区　　８　災害危険区域　　９　地区計画区域

１０　高層住居地区　　１１　都市再生特別地区　　　１２　特別用途地区

１３　特定用途制限地域　１４　その他（　　　　　　　　　　）

建築面積の限度
（建ぺい率制限）

ただし接面道路の幅員により左記容積率がさらに下記のとおり制限されます。

　　有　　・　　無

容積率＝〔道路幅員〕　　　　　ｍ×　　　／10×100％

建物の高さの制限

（制限の概要）

建築協定

地
域
・
地
区
・
街
区

60%

延床面積の限度
（容積率制限）

外壁後退・壁面線の制限 　　有　　・　　無

特別・用途・地区

用
途
地
域

（制限の概要）
・危険性が大きい工場等は建築不可

１ 第一種低層住居専用地域　　２ 第二種低層住居専用地域

３ 第一種中高層住居専用地域　　４ 第二種中高層住居専用地域　 ５ 第一種住居地域

６ 第二種住居地域　　７ 準住居地域   ８ 近隣商業地域 　 ９ 商業地域

10 準工業地域　　11 工業地域 　12　工業専用地域　13　用途地域の指定なし

（２）建築基準法に基づく制限

　　有　　・　　無

2／6
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２３　港湾法

７　　景観法

５８　高齢者、障がい
　　者等の移動等の円
　　滑化の促進に関す
　　る法律

（３）その他の法令に基づく制限

※数字は、宅地建物取引業法施行令第３条１項各号に掲げる法令それぞれの各号の番号です。

２４　住宅地区改良法 ４０　海岸法 ５１　土地収用法

３９ 特定都市河川浸水被
　　 害対策法

１０　地方拠点都市地域整備及
　　　び産業業務施設再配置の
　　　促進に関する法律

１４　旧市街地改造法（旧防災
　　　建築街区造成法において
　　　準用する場合に限る）

１８　都市再開発法

２２　地域における歴史的風致
　　　の維持及び向上に関する
　　　法律

４８　道路法

５０　全国新幹線鉄道整
　　　備法

８　　土地区画整理法

（制限の概要）
　・（景観法）城周辺地区特定景観計画区域（武家屋敷地区）
　・（宅地造成及び特定盛土等規制法）宅地造成等工事規制区域
　・（文化財保護法）周知の埋蔵文化財包蔵地「丸岡城跡」の指定あり
　・（都市再生特別措置法）立地適正化計画の居住誘導区域内、都市機能誘導区域外
　・（都市再生特別措置法）都市再生整備計画（丸岡城周辺地区）

４２　砂防法

４６　森林法３１　自然公園法

１６　近畿圏の近郊整備区域及
　　　び都市開発区域の整備及
　　　び開発に関する法律 ５７　土壌汚染対策法

その他
（都市再生特別措置法）
（　　　　　　　）

５２　文化財保護法

４３　地すべり等防止法

４４　急傾斜地法

３８　河川法

２５　公有地拡大推進法

２６　農地法

２７　宅地造成等規制法

３３　近畿圏の保全区域の
　　　整備に関する法律

５３　航空法（自衛隊
　　法において準用す
　　る場合を含む。）

５４　国土利用計画法

５６　廃棄物の処理及
　　　び清掃に関する
　　　法律

３０　都市公園法
４５　土砂災害防止対策
　　　推進法

3／6
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南 側 番 6 ｍ 16 ｍ

側 番 ｍ ｍ

側 番 ｍ ｍ

側 番 ｍ ｍ

(１)

(２)

(３)

(４)

2

3

4

ｍ ｍ

　　　有　・　無法４３条１項但書の適用

道路の種類（下記） 幅員（ｍ）

敷地と道路との関係 ※法：建築基準法

接道長さ（ｍ）

上記１～３に該当しない道路（建築確認不可）

（法45条による制限があります）

敷地と道路との関係（概略図）

私道の変更又は廃止の制限

（セットバックの内容）

上記１（３）に該当する道路のうち、幅員が４ｍ未満のもので特定行政庁
が指定したもの　　　　　　　　　　　　　　　　（法４２条２項道路）

接道方向 公・私道の別

公道・私道

公道・私道

１（１）

　　　有　・　無

　　有　・　無　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

路地状部分の幅員

建築物の建築の可否

公道・私道

（　可　・　否　）

路地状敷地（敷地延長）の制限

道
路
の
種
類

土地を建築物の敷地として利用するため上記１の法によらないで道を築造
しようとする者が特定行政庁から指定を受けたもの（位置指定道路）

路地状部分の長さ

道路境界線後退（セットバック）
による建築確認対象面積の減少

建築基準法第３章が適用されるに至った際、現に存在する道

道路法、都市計画法、土地区画整理法、都市再開発法、新都市基盤整備法、
大都市地域における住宅地等の供給の促進に関する法律による新設変更の
事業計画のある道路で２年以内にその事業が執行される予定のものとして
特定行政庁が指定したもの

1

道路法による道路

都市計画法、土地区画整理法、旧住宅地造成事業法、都市再開発法、
新都市基盤整備法、大都市地域における住宅地等の促進に関する法律による
道路

接
　
面
　
道
　
路

道路位置指定道路

公道・私道

昭和・平成　　年　　月　　日　第　　　　　　　号

4／6
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㎡ （持分　　／　　）

円

㎡

（備考）

下水道
坂井市上下水道お客さまセンター

坂井市上下水道お客さまセンター

供給処理施設の概要

――

有・無

有・無

負担金

建築基準法42条２項等により後退（セットバック）する部分の面積

（備考）

住　　所

電気

℡　　　　――

接面道路配線 有・無

氏　　名

引込済。対象不動産の南東隅
に汚水枡を確認

接面道路配管

私道負担等に関する事項

接面道路配管

都市ガス ――

私道負担等の有無 　有　・　無

１　対象不動産に含まれる私道に関する負担等の内容

負担面積

２　対象不動産に含まれない私道に関する事項

接面道路配管

有・無

上水道

℡　0120-776453

℡　0776-50-3131

引込可

上水道図面上は引込済である
が、量水器ボックスは確認で
きない

所有名義人

℡　0776-50-3131

事業所名施設整備状況配管等の状況

北陸電力株式会社

5／6
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線 駅

線 駅

東 方 約 4 ㎞・ 徒歩約 50 分

　　バス

北東 方 約 350 ｍ・ 徒歩約 5 分

市役所

支所

役場

小学校 物件の 南西 方 約 0.3 ㎞

中学校 物件の 南 方 約 1.7 ㎞

 

発見しても、福井県はその責任をを負いません。

＊契約後に売買物件が種類、品質または数量に関して契約の内容に適合しないものであることを

・建物基礎杭が残存する可能性はあります。

参
考
事
項

丸岡

※　物件調書は、入札参加者等が物件の概要を把握するための参考資料です。
　　 （制限等の内容についても、概要のみの記載となります。）
　　入札参加、買受申込みの際には、必ずご自身の責任において現地および諸規制についての
　　調査、確認を行ってください。

・雑草が繁茂している状態です。

・地下埋設物調査、地盤調査、土壌汚染調査及び電波障害調査は行なっていません。

・現況での売却となります。

・対象不動産の南西側道路上にゴミステーションが所在し、その東側に電柱が１本立てられています。

・上下水道について、上下水道お客さまセンター管理の図面上では引込済となっていますが、利用の

交通機関および公共施設の状況

・０．５ｍ未満の洪水浸水想定区域（計画規模）に含まれています。

　可否については事業者に事前に確認してください。

小 学 校

市町役場

丸岡

公 共 施 設

中 学 校

その他

ハピラインふくい鉄道

平章

停留所

物件の　南西方　約　　1.3 km

交 通 機 関

丸岡

バ ス

鉄 道

平章小学校前

ＪＲ

6／6
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【  様 式 集 】  

 

 

 

 ・ 一般競争入札参加申込書 

 

 ・ 役 員 名 簿 

 

 ・ 資格誓約書 

 

 ・ 入 札 書 

 

 ・ 委 任 状 
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一般競争入札参加申込書 
 

令和８ 年９ 月９ 日付け公告のあった県有財産の売払いにかかる 一般競争入札に参加

したいので、 入札心得、 県有財産売払公示書、 契約条項、 入札実施要領、 その他入札説

明書記載事項等を承諾のう え、 下記のと おり 申し込みます。  

 

福井県知事 石田 嵩人 様 

記 

 

申込年月日 令和   年   月   日 

入

札

者 

／ 

共

有

者 

 

住 所 

〒 

フリ ガナ    持 分 

氏名または商号名称 

および代表者職・ 氏名 

     
印                            

（ 実印）  
                      

住 所 

〒 

フリ ガナ  持 分 

氏名または商号名称 

および代表者職・ 氏名 

 
印                            

（ 実印）  

 

連絡先 
（ 共有の場合は代表者の連絡先）  

Ｔ Ｅ Ｌ ：           Ｆ ＡＸ ：  

E-mail：  

担当者名：  

入札参加 

希望物件 

所 在 地 数    量 

坂井市丸岡町霞町二丁目 32 番 2 土地 344.74 ㎡ 

（ １ ）  共有名義で入札参加を希望する場合は、 全員の氏名等を記入してく ださ い。  

（ ２ ）  提出期限、提出先は下記のと おり ですので、持参または郵送で提出してく ださ い。（ 郵

送の場合は書留郵便を利用し、必着と します。提出にかかる費用は提出者負担と します。） 

（ ３ ）  入札参加申込時に必要な他の書類につきましては、入札説明書Ｐ １ ～Ｐ ２ を参照してく

ださ い。  

 

【 提出期限】 令和８ 年10 月 20 日（ 火） 午後５ 時【 必着】  

【 提出場所】 福井県総務部 財産活用課 財産グループ 

〒910-8580 福井市大手３ 丁目１ ７ 番１ 号 

TEL 0776-20-0251（ 直通）  

FAX 0776-20-0628 
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役員名簿 
 

 

商号・ 名称  

 

（ 役員に関する事項）  

役職名 氏名（ フリ ガナ）  
生年月日 

（ 和暦）  
住所（ 住民票の住所）  

  
    年 

 月  日 

 

  
年 

 月  日 

 

  
年 

 月  日 

 

  
年 

 月  日 

 

  
年 

 月  日 

 

  
年 

 月  日 

 

  
年 

 月  日 

 

  
年 

 月  日 

 

  
年 

 月  日 

 

  
年 

 月  日 

 

  
年 

 月  日 

 

  
年 

 月  日 

 

※法人登記簿謄本に記載の役員全員について、 記載してく ださ い。  
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資 格 誓 約 書 
 

令和  年  月  日 

福井県知事 

  石田 嵩人 様 

              住     所 

              氏名または名称 

              および代表者名                  

                          年   月   日生 

 

 私は、 福井県が実施する県有地の売払に係る一般競争入札の参加に当たり 、 下記事項を

誓約します。  

  なお、 入札参加資格の確認をするため、 福井県が福井県警察本部に照会するこ と につい

て承諾します。  

記 

 

１  「 地方自治法施行令」（ 昭和22 年政令第16 号） 第１ ６ ７ 条の４ 第１ 項に規定する一

般競争入札に参加さ せるこ と ができない者および同条第２ 項各号に該当すると 認められ

る者のいずれにも 該当しません。  

 

２  過去２ 年間、 地方自治法施行令第１ ６ ７ 条の４ 第２ 項第１ 号から第６ 号までの規定に 

 該当したこ と はあり ません。  

 

３  「 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」（ 平成３ 年法律第77 号） 第２ 条 

第２ 号から第４ 号までおよび第６ 号に規定する者ではあり ません。  

 また、 こ れらの暴力団および暴力団員と 、 社会的に非難さ れるよう な関係はなく 、  

暴力団および暴力団員等の依頼を受けて入札に参加しよう と するも のではあり ません。  

 

４  「 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律」（ 平成11 年法律第147 号）

第５ 条第１ 項に規定する観察処分の決定を受けた団体および当該団体の役員も しく は構

成員ではあり ません。  

 

５  県有地を購入したと きは、 こ れを上記３ または４ に該当する者に、 譲渡または貸与す

るこ と はあり ません。  

 

６  福井県職員で当該売払財産に関する事務に従事する者ではあり ません。  

 

７  入札に対し、 入札物件については、 入札説明書等の内容について全て承知の上、 参加 

しますので、 後日こ れらの事柄について、 福井県に対し一切の異議および苦情を申し立 

てません。  
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（ 共有名義用）  

資 格 誓 約 書 
 

令和  年  月  日 

福井県知事 

  石田 嵩人 様 

              住     所   

             氏名または名称 

              および代表者名              

                         年   月   日生 

住     所  

              氏名または名称 

              および代表者名               

                         年   月   日生 

 

 私は、 福井県が実施する県有地の売払に係る一般競争入札の参加に当たり 、 下記事項を

誓約します。  

   なお、 入札参加資格の確認をするため、 福井県が福井県警察本部に照会するこ と につ

いて承諾します。  

記 

 

１  「 地方自治法施行令」（ 昭和22 年政令第16 号） 第１ ６ ７ 条の４ 第１ 項に規定する一

般競争入札に参加さ せるこ と ができない者およ び同条第２ 項各号に該当すると 認めら

れる者のいずれにも 該当しません。  

２  過去２ 年間、 地方自治法施行令第１ ６ ７ 条の４ 第２ 項第１ 号から第６ 号までの規定に 

 該当したこ と はあり ません。  

３  「 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」（ 平成３ 年法律第77 号） 第２ 条 

第２ 号から第４ 号までおよび第６ 号に規定する者ではあり ません。  

 また、 こ れらの暴力団および暴力団員と 、 社会的に非難さ れるよう な関係はなく 、  

暴力団および暴力団員等の依頼を受けて入札に参加しよう と するも のではあり ません。  

４  「 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律」（ 平成11 年法律第147 号）

第５ 条第１ 項に規定する観察処分の決定を受けた団体および当該団体の役員も しく は構

成員ではあり ません。  

５  県有地を購入したと きは、 こ れを上記３ または４ に該当する者に、 譲渡または貸与す

るこ と はあり ません。  

６  福井県職員で当該売払財産に関する事務に従事する者ではあり ません。  

７  入札に対し、 入札物件については、 入札説明書等の内容について全て承知の上、 参加 

しますので、 後日こ れらの事柄について、 福井県に対し一切の異議および苦情を申し立 

てません。  
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（ 本人・ 代理人用）  
入   札   書 

 

 福井県知事 石田 嵩人 様 

                       令和  年  月  日 

 

                入札者 （ 住所）  

                    （ 氏名）              印 

                

 代理人 （ 住所）  

                    （ 氏名）              印 

 

 

 次のと おり 福井県財務規則および入札心得、 県有財産売払公示書、 契約条項、 入札実

施要領、 その他入札説明書の記載事項など承諾のう え、 関係書類を添えて入札し ます。 

 

記 

１  入札物件 

  （ 土地）  

所在 地番 地目 実測面積（ ㎡）  

坂井市丸岡町霞町二丁目 32 番2 宅地 344.74 

 

２  入札金額 

 拾億 壱億 千万 百万 拾万 万 千 百 拾 壱  

入札金額 
 

         円 

 

※ 入札金額の記入は算用数字を使用し、 頭に「 ￥」 を記入するこ と 。  

※ 代理人により 入札する場合は、 委任者の住所・ 氏名を入札者の住所氏名欄に記載し、 代理

人の住所・ 氏名欄に記名押印するこ と 。  

※ 代理人により 入札する場合は、 委任状を別途提出するこ と 。  
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（ 共有名義用）  

入   札   書 
 

 福井県知事 石田 嵩人 様 

                       令和  年  月  日 

                入札者（ 住所）  

                   （ 氏名）         （ 持分   ） 印  

 

                   （ 住所）  

                   （ 氏名）         （ 持分   ）  

 

                代理人（ 住所）  

                   （ 氏名）                印 

 

 次のと おり 福井県財務規則および入札心得、 県有財産売払公示書、 契約条項、 入札実

施要領、 その他入札説明書の記載事項など承諾のう え、 関係書類を添えて入札し ます。 

 

記 

１  入札物件 

  （ 土地）  

所在 地番 地目 実測面積（ ㎡）  

坂井市丸岡町霞町二丁目 32 番2 宅地 344.74 

 

２  入札金額 

 拾億 壱億 千万 百万 拾万 万 千 百 拾 壱  

入札金額 
 

         円 

 

※ 入札金額の記入は算用数字を使用し、 頭に「 ￥」 を記入するこ と 。  

※ 代理人により 入札する場合は、 委任者の住所・ 氏名を入札者の住所氏名欄に記載し、 代理

人の住所・ 氏名欄に記名押印するこ と 。  

※ 代理人により 入札する場合は、 委任状を別途提出するこ と 。  
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（ 代理人・ 共有名義用）  

委   任   状 

 

 

 福井県知事 

  石田 嵩人 様 

 

 

                 代理人 （ 住所）  

                     （ 氏名）             印 

                                  

 私は、 上記の者をも って代理人と 定め、 下記の権限を委任します。  

 

記 

 

 令和８ 年９ 月９ 日付け県有財産売払公告にかかる県有財産の一般競争入札に参加す

るこ と およびこ れに付随する一切の権限 

 

 令和  年  月  日 

 

                 入札者 （ 住所）    

                     （ 氏名）            印 
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